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   防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律施行規則 

                （昭和４９年６月２７日総理府令第４３号） 

           最終改正：平成２０年１１月１３日防衛省令第１０号 

 

 

 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）第１４条

第１項及び第１５条第１項の規定に基づき、並びに同法を実施するため、並びに防衛施設

周辺の生活環境の整備等に関する法律施行令（昭和４９年政令第２２８号）第８条の規定

に基づき、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律施行規則を次のように定める。 

 

 （第１種区域、第２種区域及び第３種区域の指定に係る算定方法）  

第１条 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律施行令（以下「令」という。）第

 ８条の防衛省令で定める算定方法は、次のとおりとする。 

 ｄＢ(A)＋１０ｌｏｇＮ－２７  

２ 前項の算定方法において、次の各号に掲げる記号については、当該各号に定めるとこ

 ろによる。  

 ⑴ ｄＢ(A) １日の間の自衛隊等（防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（以

  下「法」という。）第２条第１項に規定する自衛隊等をいう。以下同じ。）の航空機

  の離陸、着陸等（法第１９条の規定により自衛隊等の航空機の離陸及び着陸とみなさ

  れるものを含む。以下同じ。）の実施により生ずる音響のそれぞれの最大値をパワー

  平均して得た値  

 ⑵  Ｎ １日の間の自衛隊等の航空機の離陸、着陸等の実施により生ずる音響のうち、

  午前零時直後から午前７時までの間に発生するものの回数をＮ１、午前７時直後から

  午後７時までの間に発生するものの回数をＮ２、午後７時直後から午後１０時までの

  間に発生するものの回数をＮ３及び午後１０時直後から午後１２時までの間に発生す

  るものの回数をＮ４として、次に掲げる式によつて算出して得た値 

  Ｎ２＋３Ｎ３＋１０（Ｎ１＋Ｎ４）  

３ 防衛大臣は、前項各号の値の算定に当たつては、自衛隊等の航空機の離陸、着陸等が

 ひん繁に実施されている法第２条第２項に規定する防衛施設ごとに、当該防衛施設を使

 用する自衛隊等の航空機の型式、飛行回数、飛行経路、飛行時刻等に関し、年間を通じ

 ての標準的な条件を設定し、これに基づいて行うものとする。  

 （第１種区域、第２種区域及び第３種区域の指定に係る値）  

第２条 令第８条の防衛省令で定める値は、法第４条に規定する第１種区域にあつては７

 ５、法第５条第１項に規定する第２種区域にあつては９０、法第６条第１項に規定する

 第３種区域にあつては９５とする。  

 （特定防衛施設周辺整備調整交付金の額の算定）  

第３条 法第９条第２項の規定により各特定防衛施設関連市町村（以下「関連市町村」と

 いう。）に対し交付すべき特定防衛施設周辺整備調整交付金（以下「交付金」という。）

 の額は、令第１５条第６号に掲げる運用の態様の変更を基礎として交付すべき交付金の

 額を除き、次に掲げる式によつて算定するものとする。 
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  普通交付額×｛１÷４×（当該関連市町村の面積点数÷関連市町村の面積点数を合算

  した点数＋当該関連市町村の人口点数÷関連市町村の人口点数を合算した点数）＋１

  ÷２×当該関連市町村に係る特定防衛施設の運用点数÷関連市町村に係る特定防衛施

  設の運用点数を合算した点数｝  

２ 前項の式において、次の各号に掲げる用語については、当該各号に定めるところによ

 る。  

 ⑴ 普通交付額 交付金を交付する年度（以下「交付年度」という。）に交付すべき交

  付金の予算額に１００分の７０を乗じて得た額  

 ⑵ 面積点数 第１表の上欄に掲げる関連市町村の区域内に所在する特定防衛施設の交

  付年度の４月１日現在における面積の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数値に、第２

  表の上欄に掲げる令第１５条第２号の割合の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数値を

  乗じて得た数値（砲撃が実施される演習場に係る関連市町村で同条第４号の割合が１

  平方キロメートル当たり５０人未満のものにあつては、当該数値に０．５を乗じて得

  た数値） 

  第１表 
 

 百万平方メートル未満 １ 

百万平方メートル以上５百万平方メートル未満 ２ 

５百万平方メートル以上１千万平方メートル未満 ３ 

１千万平方メートル以上２千万平方メートル未満 ４ 

２千万平方メートル以上３千万平方メートル未満 ５ 

３千万平方メートル以上５千万平方メートル未満 ６ 

５千万平方メートル以上 ７ 
 

  第２表 
 

 １パーセント未満   １．０ 

１パーセント以上５パーセント未満    １．２ 

５パーセント以上１０パーセント未満    １．４ 

１０パーセント以上２０パーセント未満    １．８ 

２０パーセント以上３０パーセント未満    ２．２ 

３０パーセント以上４０パーセント未満    ２．６ 

４０パーセント以上５０パーセント未満   ３．０ 

５０パーセント以上    ３．４ 
 

 ⑶ 人口点数 第１表の上欄に掲げる関連市町村の交付年度の４月１日現在における人

  口（１の特定防衛施設に係る関連市町村が２以上ある場合にあつては、当該人口を当

  該特定防衛施設に係る関連市町村の数で除して得た人口とし、関連市町村に係る特定

  防衛施設が２以上あり、かつ、当該特定防衛施設に係る関連市町村が２以上ある場合 
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  にあつては、それぞれの特定防衛施設ごとに、関連市町村の交付年度の４月１日現在

  における人口を当該関連市町村の数で除して得た人口を、当該関連市町村の人口を超

  えない範囲内で合算した人口とする。）の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数値に、

  第２表の上欄に掲げる令第１５条第３号の比率の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数

  値を乗じ、更に、第３表の上欄に掲げる同条第４号の割合の区分に応じ、同表の下欄

  に掲げる数値を乗じて得た数値 

  第１表 
 

 ５千人未満 ７ 

５千人以上１万人未満 ８ 

１万人以上２万人未満 ９ 

２万人以上３万人未満 １０ 

３万人以上４万人未満 １１ 

４万人以上５万人未満 １２ 

５万人以上 １３ 
 

  第２表 
 

 ０．９未満 ０．８ 

０．９以上１．０未満 ０．９ 

１．０ １．０ 

１．０を超え１．１未満 １．１ 

１．１以上 １．２ 
 

  第３表 
 

 １平方キロメートル当たり７５０人未満（町村にあつては、１０ 
０人未満） １．０ 

１平方キロメートル当たり７５０人以上１，５００人未満（町村 
にあつては、１００人以上２００人未満） １．１ 

１平方キロメートル当たり１，５００人以上２，２５０人未満（町 
村にあつては、２００人以上３００人未満） １．２ 

１平方キロメートル当たり２，２５０人以上３，０００人未満（町 
村にあつては、３００人以上４００人未満） １．３ 

１平方キロメートル当たり３，０００人以上（町村にあつては、 
４００人以上） １．４ 

 

  ⑷ 特定防衛施設の運用点数 次に掲げる特定防衛施設の区分に応じ、それぞれ次に掲

  げる数値（特定防衛施設が２以上の区分に該当するとき、又は当該関連市町村に係る

  次の区分に該当する特定防衛施設が２以上あるときは、当該数値を合算した数値） 

  ア 飛行場 次に掲げる式により算定して得た数値 

    航空機の種類別点数×航空機の飛行回数別点数×｛１＋１÷２（当該飛行場に係 
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    る関連市町村の数－１）｝×当該関連市町村の配分点数÷当該飛行場に係る関連

    市町村の配分点数を合算した点数 

    この式において、次に掲げる用語については、それぞれ次に定めるところによる。 

   ① 航空機の種類別点数 第１表の上欄に掲げる航空機の種類（交付年度において当

   該飛行場において離陸又は着陸を実施する主たる航空機の種類をいう。）の区分に

   応じ、同表の下欄に掲げる数値 

  ② 航空機の飛行回数別点数 第２表の上欄に掲げる令第１５条第５号アの回数及び

   同表の中欄に掲げる当該飛行場に係る関連市町村の障害人口（法第４条に規定する

   第１種区域内に居住する者又はこれに準ずる者の交付年度の４月１日現在における

   人口（法第５条第１項に規定する第２種区域内に居住する者の人口にあつては、当

   該人口に２を乗じて得た人口）をいう。以下同じ。）を合算した人口の区分に応じ、

   同表の下欄に掲げる数値 

  ③ 配分点数 第３表の上欄に掲げる関連市町村ごとの障害人口の区分に応じ、同表

   の下欄に掲げる数値（令第１５条第２号の割合が１パーセント未満の関連市町村に

   あつては、当該数値に０．５を乗じて得た数値） 

  第１表 
 

 ターボジエツト発動機を補助動力とする航空機 １．０ 

ターボジエツト発動機を主たる動力とする亜音速の航空機のうち 
戦闘機及び大型の輸送機以外の航空機 １．５ 

ターボジエツト発動機を主たる動力とする亜音速の航空機のうち 
戦闘機又は大型の輸送機 ３．０ 

ターボジエツト発動機を主たる動力とする超音速の航空機 ４．０ 
 

  第２表 
 

 ６千５百回未満 ５千人未満 ０．６     

５千人以上１万人未満 ０．８    

１万人以上２万人未満 １．０    

２万人以上４万人未満 １．２    

４万人以上 １．４    

６千５百回以上１万 
３千回未満 

５千人未満 １．２    

５千人以上１万人未満 １．６    

１万人以上２万人未満 ２．０    

２万人以上４万人未満 ２．４    

４万人以上 ２．８    

１万３千回以上２万 
６千回未満 

５千人未満 ２．４    

５千人以上１万人未満 ３．２    
     



169 

 

  １万人以上２万人未満 ４．０     

２万人以上４万人未満 ４．８    
     

４万人以上 ５．６    

２万６千回以上３万 
９千回未満 

５千人未満 ３．６    

５千人以上１万人未満 ４．８    

１万人以上２万人未満 ６．０    

２万人以上４万人未満 ７．２    

４万人以上 ８．４    

３万９千回以上５万 
２千回未満 

５千人未満 ４．８    

５千人以上１万人未満 ６．４    

１万人以上２万人未満 ８．０    

２万人以上４万人未満 ９．６    

４万人以上 １１．２    

５万２千回以上６万 
５千回未満 

５千人未満 ６．０    

５千人以上１万人未満 ８．０    

１万人以上２万人未満 １０．０    

２万人以上４万人未満 １２．０    

４万人以上 １４．０    

６万５千回以上 ５千人未満 ７．２    

５千人以上１万人未満 ９．６    

１万人以上２万人未満 １２．０    

２万人以上４万人未満 １４．４    

４万人以上 １６．８    
   

  第３表 
 

 千５百人未満 １．０ 

千５百人以上３千人未満 １．７ 

３千人以上６千人未満 ２．３ 

６千人以上１万２千人未満 ３．０ 

１万２千人以上２万４千人未満 ３．７ 

２万４千人以上４万８千人未満 ４．３ 

４万８千人以上 ５．０ 
 

  イ 航空機による射撃又は爆撃が実施される演習場 次に掲げる式により算定して得

   た数値 
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   航空機の飛行回数別点数×｛１＋（１／２）（当該演習場に係る関連市町村の数－

   １）｝×（当該関連市町村の配分点数／当該演習場に係る関連市町村の配分点数を

   合算した点数） 

   この式において、次に掲げる用語については、それぞれ次に定めるところによる。 

  （１） 航空機の飛行回数別点数 第１表の上欄に掲げる令第１５条第５号アの回数

     及び同表の中欄に掲げる当該演習場に係る関連市町村の障害人口を合算した人

     口の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数値 

  （２） 配分点数 第２表の上欄に掲げる関連市町村の障害人口の区分に応じ、同表

     の下欄に掲げる数値（令第１５条第２号の割合が１パーセント未満の関連市町

     村にあつては、当該数値に０．５を乗じて得た数値） 

 第１表 
 

 ６千５百回未満 ５千人未満       ７．２  

５千人以上１万人未満      ９．６ 

１万人以上２万人未満     １２．０ 

２万人以上４万人未満     １２．０ 

４万人以上     １４．４ 

６千５百以上 
９千７百５０回未満 

５千人未満     １０．８ 

５千人以上１万人未満     １４．４ 

１万人以上２万人未満     １８．０ 

２万人以上４万人未満     ２１．６ 

４万人以上     ２５．２ 

９千７百５０回以上 
１万３千回未満 

５千人未満     １４．４ 

５千人以上１万人未満     １９．２ 

１万人以上２万人未満     ２４．０ 

２万人以上４万人未満     ２８．８ 

４万人以上     ３３．６ 

１万３千回以上１万 
９千５百回未満 

５千人未満     ２１．６ 

５千人以上１万人未満     ２８．８ 

１万人以上２万人未満     ３６．０ 

２万人以上４万人未満     ４３．２ 

４万人以上     ５０．４ 

１万９千百回以上２ 
万６千回未満 

５千人未満     ２８．８ 

５千人以上１万人未満     ３８．４ 

１万人以上２万人未満     ４８．０ 

２万人以上４万人未満     ５７．６ 
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  ４万人以上 
    ６７．２  

２万６千回以上 ５千人未満     ３６．０ 

５千人以上１万人未満     ４８．０ 
     

１万人以上２万人未満     ６０．０ 

２万人以上４万人未満     ７２．０ 

４万人以上     ８４．０ 
 

   第２表 
 

 千５百人未満      １．０ 

千５百人以上３千人未満      １．７ 

３千人以上６千人未満      ２．３ 

６千人以上１万２千人未満      ３．０ 

１万２千人以上３万４千人未満      ３．７ 

３万４千人以上４万８千人未満      ４．３ 

４万８千人以上      ５．０ 
 

  ウ 砲撃が実施される演習場 次に掲げる式により算定して得た数値 

   砲撃日数別点数×演習人員別点数×｛１＋（１／２）（当該演習場に係る関連市町

   村の数－１）｝×（当該関連市町村の配分点数／当該演習場に係る関連市町村の配

   分点数を合算した点数） 

   この式において、次に掲げる用語については、それぞれ次に定めるところによる。 

  （１） 砲撃日数別点数 第１表の上欄に掲げる演習場及び同表の中欄に掲げる令第

    １５条第５号イの日数の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数値 

  （２） 演習人員別点数 第２表の上欄に掲げる令第１５条第５号イの人数及び同表

    の中欄に掲げる令第１５条第１号の面積が当該演習場に係る関連市町村の交付年

    度の４月１日現在における面積を合算した面積に占める割合(第２表において「演

    習場面積割合」という。)又は当該演習場に係る関連市町村の交付年度の４月１日

    現在における人口を合算した人口(第２表において「合算人口」という。)の区分に

    応じ、同表の下欄に掲げる数値 

  （３） 配分点数 第３表の上欄に掲げる当該関連市町村の区域内にある演習場の土

    地の交付年度の４月１日現在における面積が当該演習場の同日現在における土地

    の面積に占める割合(第３表において「関連市町村面積割合」という。)又は関連市

    町村の交付年度の４月１日現在における人口(第３表において「関連市町村ごとの

    人口」という。)の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数値 

 第１表 
 

 交付年度において大 
型の火器（口径１５ 
５ミリメートルの加 

５０日未満      ０．６  

５０日以上１００日未満      １．２ 
 農砲、口径２０２ミ 

リメートルの榴弾砲 

  
 

１００日以上１５０日未満      １．８ 
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及び直径３００ミリ 
メートルのロケット 
砲をいう。以下同じ。） 
を使用して演習を行 

１５０日以上２００日未満      ２．４ 

２００日以上２５０日未満      ３．０ 
 う演習場 

  
 

２５０日以上      ３．６ 

交付年度において中 
型の火器（口径１５ 
５ミリメートルの榴 
弾砲をいう。以下同 
じ。）を使用して演 
習を行う演習場 

５０日未満      ０．３ 

５０日以上１００日未満      ０．６ 

１００日以上１５０日未満      ０．９ 

１５０日以上２００日未満      １．２ 

２００日以上２５０日未満      １．５ 

２５０日以上      １．８ 

交付年度において大 
型の火器及び中型の 
火器以外の火器を使 
用して演習を行う演 
習場 

５０日未満      ０．２ 

５０日以上１００日未満      ０．４ 

１００日以上１５０日未満      ０．６ 

１５０日以上２００日未満      ０．８ 

２００日以上２５０日未満      １．０ 

２５０日以上      １．２ 

 

   第２表 
 

 ５万人未満 １ 演習場面積割合５パーセント未満 
２ 演習場面積割合５パーセント以上、合算 
 人口２万人未満 

０．７ 

 

１ 演習場面積割合５パーセント以上１０パ 
 ーセント未満、合算人口２万人以上 
２ 演習場面積割合１０パーセント以上、合 
 算人口２万人以上４万人未満 

１．０ 

 演習場面積割合１０パーセント以上、合算 
人口４万人以上 １．３ 

５万人以上１０万 
人未満 

１ 演習場面積割合５パーセント未満 
２ 演習場面積割合５パーセント以上、合算 
 人口２万人未満 

１．４ 

１ 演習場面積割合５パーセント以上１０パ 
 ーセント未満、合算人口２万人以上 
２ 演習場面積割合１０パーセント以上、合 
 算人口２万人以上４万人未満 

２．０ 

 演習場面積割合１０パーセント以上、合算 
人口４万人以上 ２．６ 
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 １０万人以上１５ 
万人未満 

１ 演習場面積割合５パーセント未満 
２ 演習場面積割合５パーセント以上、合算 
 人口２万人未満 

２．１ 

 

１ 演習場面積割合５パーセント以上１０パ 
 ーセント未満、合算人口２万人以上 
２ 演習場面積割合１０パーセント以上、合 

３．０ 

   算人口２万人以上４万人未満   

 演習場面積割合１０パーセント以上、合算 
人口４万人以上 ３．９ 

１５万人以上２０ 
万人未満 

１ 演習場面積割合５パーセント未満 
２ 演習場面積割合５パーセント以上、合算 
 人口２万人未満 

２．８ 

１ 演習場面積割合５パーセント以上１０パ 
 ーセント未満、合算人口２万人以上 
２ 演習場面積割合１０パーセント以上、合 
 算人口２万人以上４万人未満 

４．０ 

 演習場面積割合１０パーセント以上、合算 
人口４万人以上 ５．２ 

２０万人以上２５ 
万人未満 

１ 演習場面積割合５パーセント未満 
２ 演習場面積割合５パーセント以上、合算 
 人口２万人未満 

３．５ 

１ 演習場面積割合５パーセント以上１０パ 
 ーセント未満、合算人口２万人以上 
２ 演習場面積割合１０パーセント以上、合 
 算人口２万人以上４万人未満 

５．０ 

 演習場面積割合１０パーセント以上、合算 
人口４万人以上 ６．５ 

２５万人以上３０ 
万人未満 

１ 演習場面積割合５パーセント未満 
２ 演習場面積割合５パーセント以上、合算 
 人口２万人未満 

４．２ 

１ 演習場面積割合５パーセント以上１０パ 
 ーセント未満、合算人口２万人以上 
２ 演習場面積割合１０パーセント以上、合 
 算人口２万人以上４万人未満 

６．０ 

 演習場面積割合１０パーセント以上、合算 
人口４万人以上 ７．８ 

３０万人以上 １ 演習場面積割合５パーセント未満 
２ 演習場面積割合５パーセント以上、合算 
 人口２万人未満 

４．９ 

１ 演習場面積割合５パーセント以上１０パ 
 ーセント未満、合算人口２万人以上 
２ 演習場面積割合１０パーセント以上、合 
 算人口２万人以上４万人未満 

７．０ 

 演習場面積割合１０パーセント以上、合算 
人口４万人以上 ９．１ 
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 第３三表 
 

 １ 関連市町村面積割合１０パーセント未満 
２ 関連市町村面積割合１０パーセント以上、関連市町村ごとの 
 人口５千人未満 

     １．０  

１ 関連市町村面積割合１０パーセント以上、関連市町村ごとの      １．７ 
  人口５千人以上１万５千人未満 

２ 関連市町村面積割合１０パーセント以上３０パーセント未 
 満、関連市町村ごとの人口１万５千人以上 

  

１ 関連市町村面積割合３０パーセント以上、関連市町村ごとの 
 人口１万５千人以上２万５千人未満 
２ 関連市町村面積割合３０パーセント以上５０パーセント未 
 満、関連市町村ごとの人口２万５千人以上 

     ２．３ 

 関連市町村面積割合５０パーセント以上、関連市町村ごとの人 
口２万５千人以上 

     ３．０ 

 

  エ 港湾 第１表の上欄に掲げる交付年度の４月１日現在における令第１５条第５号

   ウの割合の区分に応じ、同表の下欄に掲げる点数に、第２表の上欄に掲げる同号ウ

   の数の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数値(総トン数１万トン以上の艦船が使用す

   る港湾にあつては、当該数値に五を乗じて得た数値)を乗じて得た数値 

 第１表 
 

 ２０パーセント        １ 

２０パーセント以上４０パーセント未満        ２ 

４０パーセント以上６０パーセント未満        ３ 

６０パーセント以上        ４ 
 

  第二表 
 

 千５百未満      ０．９ 

千５百以上２千未満      １．０ 

２千以上２千５百未満      １．１ 

２千５百以上      １．２ 
 

３ 令第１５条第５号アの種類若しくは回数、同号イの日数若しくは人数又は同号ウの割

 合若しくは数の変更の結果、交付年度における交付金算定の基礎となつた前項第４号の

 特定防衛施設の運用点数（以下「当該年度運用点数」という。）が、前年度における交

 付金算定の基礎となつた前項第４号の特定防衛施設の運用点数（以下「前年度運用点数」

 という。）の９０パーセント以下に低減することとなる関連市町村がある場合には、当

 該関連市町村については、前年度運用点数に次に掲げる式により算定した数値を乗じて

 得た数値を当該年度運用点数とみなすものとする。 

 ０．９－１÷２×｛（前年度運用点数－当該年度運用点数）÷前年度運用点数－０．１｝ 

４ 第１項の式により交付金を算定する場合において、第２項第２号の面積点数を基礎と

 して算定した額、同項第３号の人口点数を基礎として算定した額及び同項第４号の特定
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 防衛施設の運用点数を基礎として算定した額のそれぞれに５百円未満の端数があるとき

 はその端数金額を切り捨て、５百円以上千円未満の端数があるときはその金額を千円と

 して計算するものとする。  

５ 令第１５条第６号に掲げる運用の態様の変更を基礎として交付すべき交付金の額は、

 交付年度に交付すべき交付金の予算額から普通交付額を控除した額を、同号の運用の態

 様の変更を考慮して特に必要があると認める関連市町村に対し防衛大臣が配分した額と

 する。  

 （関連市町村の合併があつた場合の特例）  

第４条 前条（第５項を除く。以下同じ。）の規定により、関連市町村の合併（関連市町

 村の区域の全部に係る市町村の合併（２以上の市町村の区域の全部若しくは一部をもつ

 て市町村を置き、又は市町村の区域の全部若しくは一部を他の市町村に編入することで

 市町村の数の減少を伴うものをいう。）をいう。以下同じ。）により設置され、又は他

 の市町村の区域の全部若しくは一部を編入した関連市町村（以下「合併後関連市町村」

 という。）に対し交付すべき交付金の額として算定した額が、合併前関連市町村（関連

 市町村の合併によりその区域の全部が合併後関連市町村の区域の一部となつた関連市町

 村をいう。以下同じ。）が交付年度の４月１日においてなお当該関連市町村の合併の前

 の区域をもつて存続した場合に算定される額（当該合併前関連市町村が２以上ある場合

 には、当該２以上の合併前関連市町村につきそれぞれ算定される額の合算額）より少な

 いときは、同条の規定にかかわらず、当該関連市町村の合併が行われた日の属する年度

 の翌年度（当該日が４月１日である場合には、当該日の属する年度）以降１０年度の各

 年度においては、当該算定される額を当該合併後関連市町村に対し交付すべき交付金の

 額とする。  

 （損失補償の申請）  

第５条 法第１４条第１項の規定により損失補償の申請をしようとする者は、補償される

 べき損失の内容を説明する参考資料を添付して、損失補償申請書正副各１通を提出しな

 ければならない。  

２ 前項の損失補償申請書の様式は、別記様式第１号のとおりとする。  

 （異議の申出）  

第６条 法第１５条第１項の規定により異議の申出をしようとする者は、異議申出書を防

 衛大臣に提出しなければならない。  

２ 前項の異議申出書の様式は、別記様式第２号のとおりとする。  

 

   附 則  

１ この府令は、公布の日から施行する。  

２ 防衛施設周辺の整備等に関する法律施行規則（昭和４１年総理府令第３８号）は、廃

 止する。  

３ 第３条第２項第１号の規定の適用については、当分の間、同号中「交付すべき交付金

 の予算額」とあるのは、「交付すべき交付金の予算額（日米安全保障協議委員会の下に

 設置された沖縄県に所在するアメリカ合衆国軍隊の施設及び区域に関連する諸問題を検

 討するための特別行動委員会において取りまとめられ、同協議委員会において承認され
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 た沖縄県におけるアメリカ合衆国軍隊の施設及び区域の整理、統合及び縮小並びに沖縄

 県におけるアメリカ合衆国軍隊の運用の方法の調整方策に係る計画及び措置を実施する

 ためのものを除く。）」とする。  

   附 則 （昭和５０年３月１０日総理府令第９号）  

 この府令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （昭和５０年１１月２８日総理府令第７３号）  

 この府令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （昭和５１年１２月１７日総理府令第５９号）  

 この府令は、公布の日から施行し、改正後の防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する

法律施行規則の規定は、昭和５１年度分の特定防衛施設周辺整備調整交付金から適用する。 

   附 則 （昭和５４年９月１４日総理府令第４１号）  

 この府令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （昭和５６年９月１９日総理府令第４４号）  

 この府令は、公布の日から施行し、改正後の防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する

法律施行規則の規定は、昭和５６年度分の特定防衛施設周辺整備調整交付金から適用する。 

   附 則 （昭和５６年１２月２１日総理府令第４９号）  

 この府令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （昭和５９年２月２７日総理府令第１号）  

 この府令は、行政事務の簡素合理化及び整理に関する法律（昭和５８年法律第８３号）

第１条及び第２条の規定の施行の日（昭和５９年４月１日）から施行する。  

   附 則 （昭和６０年１０月１９日総理府令第３９号） 抄  

 （施行期日） 

第１条 この府令は、昭和６０年１１月１日から施行する。  

 （指揮監督等に関する経過措置） 

第２条 金沢防衛施設事務所長は、第４４条第２項の規定にかかわらず、当分の間、防衛

 施設庁長官の指定する事務については、名古屋防衛施設支局長の指揮監督を受けるもの

 とする。この場合において、この府令による改正後の第３７条の規定にかかわらず、当

 該事務以外の事務に係る名古屋防衛施設支局の管轄区域は、金沢防衛施設事務所の管轄

 区域以外の管轄区域とする。  

 （処分等に関する経過措置） 

第１１条 この府令の施行前に名古屋防衛施設局長が法律若しくはこれに基づく命令の規

 定によりした処分又は契約その他の行為（以下「処分等」という。）は、名古屋防衛施

 設支局長がした処分等とみなし、この府令の施行前に名古屋防衛施設局長に対してした

 申請、報告その他の行為（以下「申請等」という。）は、名古屋防衛施設支局長に対し

 てした申請等とみなす。  

   附 則 （平成元年７月２７日総理府令第４６号）  

 この府令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成９年４月１日総理府令第２３号）  

 この府令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成１０年４月９日総理府令第２２号）  
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 この府令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成１２年８月１４日総理府令第９２号） 抄  

 （施行期日） 

第１条 この府令は、内閣法の一部を改正する法律（平成１１年法律第８８号）の施行の

 日（平成１３年１月６日）から施行する。  

   附 則 （平成１５年５月２３日内閣府令第５８号）  

 この府令は、公布の日から施行し、改正後の防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する

法律施行規則の規定は、平成１５年度分の特定防衛施設周辺整備調整交付金から適用する。 

   附 則 （平成１５年６月２７日内閣府令第７０号）  

 この府令は、平成１５年７月１日から施行する。  

   附 則 （平成１９年１月４日内閣府令第２号）  

 この府令は、防衛庁設置法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第１１８号）の施

行の日（平成１９年１月９日）から施行する。  

   附 則 （平成１９年８月２０日防衛省令第９号）  

 この省令は、防衛省設置法及び自衛隊法の一部を改正する法律（平成１９年法律第８０

号）の施行の日（平成１９年９月１日）から施行する。  

   附 則 （平成２０年１１月１３日防衛省令第１０号）  

 この省令は、公布の日から施行し、平成２０年度分の特定防衛施設周辺整備調整交付金

から適用する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【米軍の単位「師団」「旅団」とは？】 

軍隊の部隊単位は、国や時期、保有装備によって人数などに違いがあります。 

日本の自衛隊の場合、師団とは、陸上自衛隊の基本的な作戦部隊であり、普通

科、特科、機甲科などの戦闘部隊や後方支援部隊からなる諸職種が連合した部隊

で、地域や期間的に独立して、一正面の作戦を遂行する能力を保有します。定員

は、約６，０００名から９，０００名となっています。 

旅団は、基本的には師団の規模を縮小したもので、定員は約３，０００名から

４，０００名となっています。 

 

 

 

 

豆知識 


